
２．経営改善の目標

　（注）「業務粗利益経費率」＝[経費－機械化関連費用]÷業務粗利益

　　　

　                

　　

　　資本支援

578億円

　 

（注）「中小企業向け貸出比率」＝中小企業向け貸出残高（個人向けを除く）÷総資産

　　　 「経営改善支援先割合」＝経営改善支援先数÷取引先総数

自己資本比率（22/3末見通し） 16．3％程度

計画の始期（21/3) ⇒　終期（24/3)

３．中小企業金融の円滑化の目標

TIBOR（12ヶ月）＋1.73％　

全国信用協同組合連合会
（全 信 組 連）

優先受益権

配　当　率

１．買取りの概要
　山梨県民信用組合

3.09％

39.10％

１，８４８億円

預金残高（21/3末）

 貸出金残高（21/3末）　

３兆５，３１６億円

  　３，８６３億円

４，２１９億円

３，２２７億円

　４５０億円

経営改善支援先割合 2.04％

38.21％

１，７２５億円

中小企業向け貸出比率

金融機能強化法に基づく信託受益権の買取りの概要

中小企業向け貸出残高

業務粗利益経費率 71.65％ 49.95％

コ ア 業 務 純 益 ２１億円 ３５億円

計画の始期（21/3)  ⇒　終期（24/3)

　

　【スキーム】

既存分128億円
新規分450億円

優先出資の引受け

全信組連

信託銀行

国
 劣後
 受益権
 128億円

 優先
 受益権
 450億円

山梨県民信用組合

優先出資
の信託

優先受益権の
買取り

劣後受益権
の保有

（注）山梨県民信用組合は、「経営強化計画」を作成し、
   全信組連に提出。
　　　全信組連は、自身の作成する「経営強化指導計
   画」に基づき、山梨県民信用組合を強力に指導（国

　 は両計画を審査)。


